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第１章 補助金等適正化方針策定について 

１ 策定の目的 

「補助」は、地方自治法第２３２条の２において、地方自治体の公益上必要がある場合に行うこと

を認められているもので、本市では地域や市民が主体となって行う公益性のある活動や、行政の

補完的サービス事業などの経費を補助することで、協働による市民生活の向上を図っています。 

一方で、補助金の財源の多くは税金で賄われており、特に市が単独の施策として実施する補助

金については、本市の実情に応じた効果的な施策であることや、全ての市民へ公正に執行されて

いることの説明責任を果たさなければなりません。 

本市では、これまで第１次（Ｈ１８～２０）、第２次（Ｈ２８～Ｒ２）補助金等適正化方針の策定及び

補助金等交付事務マニュアル（Ｒ３.３月）の制定により、補助金等の適正化に努めてきました。 

現在、全ての補助金の交付予定額及び実績額を毎年度公表し、また事務マニュアルにより全庁

で統一的な交付事務の適正化を行い、市民とのコンセンサスを図る取り組みを行っています。

これからは、少子高齢化、人口減少、ＤＸ、地域共生など複雑かつ高度化する地域課題に対して

公民連携の機運が高まる中、補助金の果たす役割及び市民に対する説明責任も大きくなっていく

ことが見込まれます。そこで、地域課題の解決に対して効果的な市民の取り組みや先進的な活動

を推進するための補助金施策を戦略的に展開し、また地方自治法をはじめ法令を遵守した適正な

執行及び事業の管理を徹底する観点から、具体的な取り組み項目を設定し、全庁を横断して取り

組むこととします。また取り組み内容を公開し、これまで以上に市民の納得、理解を得られる補助

金を目指します。以上を目的として、第３次鳥取市補助金等適正化方針を策定します。 

※第１次＝「第４次鳥取市行財政改革実施計画に基づく補助金の整理合理化方針（Ｈ１８～２０）」、第 ２次＝「第２次鳥取市補助金等適正化方針（Ｈ２８～Ｒ２）」 

■グラフで見る補助金等交付額の推移（Ｈ１７～Ｒ４決算）

※「大型」：賃貸型工場設置補助金、企業立地促進補助金、雇用維持創出支援事業費、労働力確保対策企業支援補助金、布袋工業団地整備事業費。 

※国財源の特別定額補助金や地方創生臨時交付金活用事業等の臨時的な補助金は、推移を検討する妨げとなるため除いている。
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第２章 本方針の適用対象 

１ 補助金とは 

【地方自治法（抜粋）】第２３２条の２［寄附又は補助］普通地方公共団体は、その公益上必要がある

場合においては、寄附又は補助をすることができる。 

【定 義】 

補助金とは、国または地方公共団体が各種の行政目的をもって、金銭その他のものを交付する

行為であり、広義の補助金には法律法令上当然に国又は地方公共団体が負担すべきものとされ

ている負担金を含むと解されているが、地方自治法第２３２条の２にいう補助金は恩恵的、援助的

な目的をもって交付される狭義の意味での補助金をさすものと解される。 

補助金の一般的な性格としては、①相当の反対給付を受けないものであること、②交付を受け

た相手方が利益を受けるものであること、③交付された金銭について使途が特定されるものであ

ること等が上げられる。 （第一法規「地方自治法関係実務辞典」より） 

２ 適用範囲 

本方針の適用範囲は、前項の定義に基づき、市の歳出予算１８節「負担金、補助及び交付金」か

ら支出される次の経費のうち（２）及び（３）とします。ただし（１）についても関係法令等に基づき適

正な執行に努めることとします。 

（１） 負担金  法令又は契約等によって本市が負担することとなり支出するもの。 

（２） 補助金  特定の事業等を育成、助長するために公益上必要があると認められる場合に

反対給付を求めずに支出するもの。 

（３） 交付金  法令、条例、規則等により、団体、組合等に対して本市の事務を委託している

場合において当該事務処理の報償として支出するもの。（報償として一方的に交付する

点において委託金とは異なる。） 

３ 性質別区分 

補助金の目的、対象は多岐に渡るため、性質別で区分し、それぞれに適した適正化が必要です。 

団体 運営費補助 １ 団体運営費補助 
公益性の高い団体に対して運営
費を対象に補助するもの 

２ 施設運営費補助 
公益性の高い各種施設の運営費
に対するもの 

事業費補助 ３ 施設整備事業に対する補助 
社会福祉施設などの施設整備に
対するもの 

４ 借入金の利子等償還に対する補助 利子補給金に対するもの。 

５ イベント、大会等に関する補助 
イベントや各種大会等に対するも
の 

６ その他の事業費補助 上記以外の事業費補助 

個人 その他 ７ 個人に対する補助 個人に対するもの 
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４ 現状の課題 

第２次適正化方針の取り組みの結果、Ｒ５ 当初予算における補助金事業は、３２０ メニュー、４４

億 ６３０万円※、一般会計当初予算（１,００２億円）に占める割合は４.４％となりました。 

Ｈ３０当初予算時※※と比較すると、▲１３メニュー、▲２.９ 億円、▲０.５％となっており、財政面

でのコスト縮減効果が表れています。 

※コロナ事業含む。※※Ｈ３０：補助事業３３３メニュー、４７億円、一般会計当初予算（９５４.３億円）に占める割合４.９％ ・市町村合併や中核市移行等

の予算規模変動要因を排除し、実態に即した比較とするため中核市移行年度（Ｈ３０）を比較対象とした。 

一方で、補助金事業の適正化については２つの側面があり、上記の財政面と並び重要なのが、

事務の執行の合規性（事務が法令等にしたがって適正に行われているか）です。 

事務の執行の合規性に関しては、地方自治法第２条第１４項⑯において「地方公共団体は、法令に 

違反してその事務を処理してはならない。」とされ、さらに同法第２５２条の３７第 １項で、中核市

等に対して、包括外部監査人による財務に関する事務の執行等の監査の実施が義務付けられて

おり、補助金等事務に関しても全国的に包括外部監査が進められているところです。

本市では、Ｒ３.３ 月「補助金等交付事務マニュアル」を作成し、各種法令規則に基づいた適正な

な補助金等事務の執行に全庁で取り組んでいるところですが、他の中核市等の改善状況を鑑み、

本市の現状を分析すると、次の課題があることがわかってきました。 

・戦略的な補助金展開（効果目標の設定、先進的・効果的な民間の自主活動による施策推進） 

・合規性を判定する明確なルール作り 

・ルールに適合していることを継続して検証する方法の確立 

・市民が必要性や執行の合規性を判断できる十分な情報公開 

 そこで、第３次鳥取市補助金等適正化方針では、第３章以降で具体的な取り組み項目を設定し、

課題解決を図るよう全庁一丸となって取り組みます。 
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第３章 本市補助金のさらなる適正化のために 

１ 本市補助金のあるべき姿とは  

「鳥取市補助金等適正化４原則」 

補助金等の適正化を進めるための４原則を定め、令和６年度の補助事業より適用します。 

原則に適合しない補助制度は廃止、または適合するよう見直しを行います。 

４原則 適正化の視点 根拠 

合規性 

事務が法令等に従って適法に行われ

ているかどうか。 

地方自治法２条 １４項⑯ 地方公共団体

は、法令に違反してその事務を処理して

はならない。 

３Ｅ※

（経済性）事務が経済的に行われ無駄

がないか。 

（効率性）事務が効率的に行われ生産

性が高いか。 

（有効性）事務が所期の目的を達成し

効果を上げているか。 

地方自治法２条 １４項⑭ 地方公共団体

は、その事務を処理するに当つては、住

民の福祉の増進に努めるとともに、最少

の経費で最大の効果を挙げるようにしな

ければならない。 

公益性 

対象事業に公益上の必要性はある

か。 

地方自治法２３２条の２ 普通地方公共

団体は、その公益上必要がある場合にお

いては、寄附又は補助をすることができ

る。 

公平性 

（公平性）事務執行が公平になされて

いるか。 

（透明性）市民に対して事業の目的や

内容について広く公開しているか。 

・事業の対象が特定の市民、団体に偏重

し長期化すれば、既得権益となるおそれ

がある。 

・地方自治体として市民への説明責任を

果たす。 

※３Ｅ…経済性（Ｅｃｏｎｏｍｙ）、効率性（Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ）、有効性（Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅｎｅｓｓ）の総称。



- 7 - 

２ 「４原則」を実現するために 

「チェック項目」 

４原則の適合性を検証するための具体的なチェック項目を定めます。 

別に定める「補助金カルテ」によって検証し、結果に応じて見直しを行います。 

１ 合規性（準拠性）                                   

・補助金等の交付要綱が関連する法令・規則等に準拠していること。 

・市の単独補助金等は「第１１次鳥取市総合計画」など公表する計画に基づいて実施していること。 

※根拠となる法令、計画等がないものは原則として廃止するか、根拠計画に定めること。 

２ 経済性                                                 

・補助額は必ず実費以下とすること。 

・精算の結果、補助額が実費を超えたことを確定した場合は必ず同一年度内に返還させること。 

・実績は領収証等の証憑で確認すること。 

・補助対象経費は補助金交付要綱で明確に示し、人件費、交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積 

立金、出資金、貸付金、寄附金は、原則として補助対象外経費とすること。 

※人件費について、「団体運営費補助」、「施設運営費補助」で必要な場合は補助対象経費として 

認めるが、交付先の団体において対象経費と対象外経費を明確に区別させ実績報告させること。 

≪実費を超えた不適切な補助事例≫ 

①補助金等の交付がなくとも自立可能と考えられる団体への補助。 

 ・団体が、内部留保資金（繰越金、特定目的外基金・積立金・定期預金等）を恒常的に有している。 

→団体の直近の財務諸表等を確認し、補助の必要性を検証すること。 

（目安として補助額以上の内部留保資金を３年以上保有している場合は不適切とみなす。） 

② 補助金の現年過不足を翌年度精算としている。 

 ・実績報告書で、相手方に「繰越金」が発生している。 

   →同一年度内に精算、返還させること。 

３ 効率性                                                 

(標準補助率) 

・市の単独制度として実施する補助金（※１）は、対象者が自発的に実施する事業への支援である

という観点から、原則として補助率１/２以下とすること。（※２） 

※１：国県等制度に基づき市が間接的に実施する補助金以外の、市に裁量のあるすべての補助金。 

※２：やむを得ず補助率１/２を超える補助率を適用する場合は、理由を明確に示した上で、補助目的

に沿った上限額を設定すること。（→「上限額の設定」へ） 

（上限額の設定） 

・上限額は、標準的な手法を用いた場合に最も安価に実現できる経費を基本とし、過去の交付実

績、直近年度の活動内容、相手方の財政状況等を総合的に判断し、決定すること。 
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４ 有効性                                                 

（効果測定の実施） 

・すべての補助金で効果測定目標と終期（上限３年）を設定する。 

※Ｒ５にすべての補助金で設定し、以降は毎年度補助金カルテにより補助効果を測定し、終期到来ご

とに必要性を検証、公開する。 

５ 公益性                                                  

    ・交付目的が、広く市民生活の向上に寄与するものであること。 

６ 公平性                                                 

(流動的な社会情勢の中、補助額が長期間固定化しているものは、公平性の確認が必要。） 

・毎年（目安として過去３年のうち２回以上）同額を交付している補助金は、補助対象経費の積算 

資料を提出させ、内容を精査すること。 

７ 公平性②団体事務局が市内部にある補助金の見直し                     

・市が団体事務局業務を行うことは、補助金とは別に人的支援（人件費補助）を行うことになる 

ため原則禁止とする。 

※新たな担い手による効率的な事業への転換を検討すること。 

※やむを得ず事務局委任を受ける場合は、客観的な必要性を明らかにすること。 

８ 透明性                                                 

・「補助金カルテ」を策定し、すべての補助金で作成、検証すること。 

・補助金の検証結果は、原則としてすべての補助金で公開すること。 
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第４章 業務フロー 

本方針は、令和５年度から施行し、令和６年度当初予算編成より反映します。 

ただし、個々の補助金等の見直しの実施にあたっては、影響を受ける団体に対して調整

が必要なことから、経過措置期間を３年間として取り組みます。 

月

9月 （R5）第３次方針策定 9月策定

10月 【事務局】当初予算編成方針説明 10月方針周知

【補助金所管課】当初予算要求

　　　　補助金カルテの作成

　　　　当初予算要求★

11月
提出

【事務局】ヒアリング

１月

４月 （新年度予算スタート） 取組結果公表 交付予定一覧公表
補助金カルテ公表

９月 （前年度決算確定） 実績公表 実績一覧公表

当初予算編成

★補助金カルテ提
出により、当初予
算要求資料様式４
号は省略可。

【補助金所管課】 【事務局（行財政改革課）】

補助金カルテに基づく評価・検証と調整
【事務局・補助金所管課】評価に基づき今後の方向性を協議
【補助金所管課】（影響がある場合）影響を受ける関係者への説明、調整　　
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第５章 目標 

新たに定める鳥取市補助金等適正化４原則のチェック項目について、Ｒ７ 年度（Ｒ８

年度事業向け）までに全ての補助金で適合することを目標とします。 

また市民の納得、信頼が得られる透明性の高い補助金とするため、全ての補助金の

取り組みを公開します。 

［補助金適合進捗目標］ 

年度 補助金数（件）Ａ 目標（件）Ｂ 適正判定割合（Ｂ/Ａ） 

Ｒ５（Ｒ６向け） ３２０ ２５６ ８０％ 

Ｒ６（Ｒ７向け） ３２０ ２８８ ９０％ 

Ｒ７（Ｒ８向け） ３２０ ３２０ １００％ 

Ｒ８年度以降は、「鳥取市市政改革プラン（第 ８次鳥取市行財政改革大綱）（仮）」の策定

にあわせ、第３次適正化方針の取り組み結果を踏まえ、改めて適切な目標を設定すること

とし、切れ目なく補助金等の適正化に努めるものとします。 
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（参考資料）・「鳥取市補助金カルテ」（様式） 

課（室）名 係名

担当者 TEL

１．根拠法令

名称

２．要綱等

名称

３．予算科目・財源

款 項 目

中事業

※特定財源：国県補助金、市債等一般財源以外の財源がある場合、ありを選択

４．補助金の推移

R2 R3 R4 R5見込み R6当初予算

５．事業期間

年度

６．補助区分・補助率/補助額・上限額

上限額 （千円）

７．交付対象

区分

交付対象

要件

８．補助金交付の目的

目的

９．補助対象経費（経費区分を記入）

対象経費

10．精算方法（同一年度内に実績報告、額確定、精算、返還まで行っているか）

11．実績確認方法（実績報告の際、相手方の収支報告に領収書等の証憑を添付させているか）

12．事務局（事務局委任）

鳥 取 市 補 助 金 カ ル テ

補助金名

特定財源の有無（選択）

決算額 R6積算根拠

件数（件）

最終予算額

決算額

科目

補助区分　（選択） 補助率・補助額

効果設定目標

効果目標に対する実績

創設年度　：　補助金制度を創設した年度

　　　　　　　　　（記入例　：　平成22）
終期（３年以内）

交付先が特定されている場合、交付先名

補助率が1/2を超える場合、その理由

　交付対象区分（複数回答可）　：　①個人　②市民団体　③事業者　④外郭団体・公益的団体　⑤その他

「⑤その他」の場合、その内

容

交付対象団体等の事務局が行政内部にあるか　：　①有　②無

「①有」の場合、委任が必

要な理由
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《 「主な財源名」以外は別表に入力 》

人件費 積立金

交際費 出資金

慶弔費 貸付金

飲食費 寄付金

懇親会費 他団体助成金

適正

1 右記以外

2 右記以外

13 右記以外

10 右記以外

11 右記以外

9 右記以外

右記以外

右記以外

右記以外

5 右記以外

4 右記以外

公益性 8 右記以外

4 右記以外

12 右記以外

- 右記以外
15 ／１5

項目№

担当課

適合率

100%

13．交付対象者（団体）の収支状況
※№６「補助区分」で①団体運営費補助を選択した補助金のみ記載

交付対象者

の収入額・支

出額

（R4年度また
は直近の決

算年度）

収入総額（千円） 0 支出総額（千円） 0

収入のうち交付対象者の自主財源 支出のうち補助対象経費に含まれているもの

主な財源名
（例：会費、使

用料等）

収入総額に

占める割合

（％）

#DIV/0!

（含まれている場合は○）

収入のうち鳥取市補助金

４原則 適正化の視点
カルテ対応
№

チェック
判定

不適正

補助金額

（千円）
0

収入総額に

占める割合

（％）

#DIV/0!

繰越金（千円） 0

（効率性）事務が効率的に行わ
れ生産性が高いか。

6

補助率1/2超である

（補助率1/2超の場合）
合理的な理由がない

理由がある場合下記
へ記載

（補助率1/2超の場合）
上限額を設定していない

合規性
事務が法令等に従って適法に行
われているかどうか。

実施根拠となる計画、法令
がない

要綱を設置していない

３Ｅ

（経済性）事務が経済的に行わ
れ無駄がないか。

交付先団体が恒常的に補助
額を超える資金を有してい
る。

同一年度内で精算ができな
い

実績報告に領収証等の添付
がない

補助対象外とすべき経費が
含まれている

（有効性）事務が所期の目的を
達成し効果を上げているか。

終期設定がない

効果測定目標の設定がない

対象事業に公益上の必要性は
あるか。

特定の者の利益となってい
る

公平性

（公平性）事務執行が公平にな
されているか。

同額交付を続けている

市が事務局を引き受けてい
る

※評価は判定結果及び今後の方向性を踏まえて行ってください。

【評価・審査】 （選択）
(適切・見直し）

【今後の具体的な改善方針】　

行財政改革課

総合判定
（透明性）市民に対して事業の目
的や内容について広く公開して
いるか。

検証結果を公開できない

基準に拠ら
ない理由

（不適合に☑が入るが合理的な理由があり適正とする場合に記入）
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・性質別補助金額の推移 

（Ｈ２６年度補助金交付実績）        （金額単位：千円） 

性質別区分 ① 区分別金額 ②割合
③事業
数 

１団体運営費補助 １,０６２,７７８ ２２.７％ ６１件

２施設運営費補助 ２７７,０８４ ５.９％ １７件

３施設整備事業に

対する補助 
１,０６５,１０８ ２２.７％ ３２件

４借入金の利子等 

償還に対する補助 
１８７,３４１ ４.０％ ３９件

５ イベント、大会等

に関する補助 
１３５,１４６ ２.９％ ５１件

６その他の事業費

補助 
１,４７９,６２１ ３１.６％ １２１件

７個人に対する  

補助 
４７９,００８ １０.２％ ４１件

計 ４,６８６,０８６ １００.０％ ３６２件

（Ｒ２年度補助金交付実績） 

性質別区分 ④ 区分別金額 ⑤ 割合
⑥事業
 数 

⑦対Ｈ２６ 

金額（④－①）

増減率 

（①→④） 

⑧対Ｈ２６ 

事業数(⑥－③)

１ 団体運営費補助 １,１０２,８５６ １２.４％ ６０件 ４０,０７８ ３.８％ ▲１件

２施設運営費補助 ３４７,６７７ ７.６％ １８件 ７０,５９３ ２５.５％ １件

３施設整備事業に

対する補助 
６３８,２４５ ２５.５％ ２４件 ▲４２６,８６３ ▲４０.１％ ▲８件

４借入金の利子等 

償還に対する補助 
２１,９３２ ０.５％ １５件 ▲１６５,４０９ ▲８８.３％ ▲２４件

５イベント、大会等

に関する補助 
５８,０４３ １.３％ ２９件 ▲７７,１０３ ▲５７.１％ ▲２２件

６その他の事業費

補助 
２,１７４,５５３ ４７.４％ １２３件 ６９４,９３２ ４７.０％ ２件

７個人に対する  

補助 
２４２,７９５ ５.３％ ２８件 ▲２３６,２１３ ▲４９.３％ ▲１３件

計 ４,５８６,１０１ １００％ ２９７件 ▲９９,９８５ ▲２.１％ ▲６５件

※Ｒ２実績については、比較の妨げとなるため国の緊急コロナ対策事業費（特別定額給付金等）

２０,１３６,５９９ 千円を除いています。 
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・性質別補助金額の推移分析 

第二次適正化方針の取り組み分析として、Ｈ２６決算額とＲ２決算額を比較すると、「３施設整

備補助」「４利子補助」「５ イベント大会補助」「７個人補助」が縮減の一方で、「１団体運営費補助」「２施

設運営費補助」「６その他の補助」が増額となりました。  

 増額となった「１ 団体運営費補助」は、公益社団法人など団体の公益性に着目した補助であるため、

補助の有効性が曖昧になりやすく、また補助の終期設定が難しい面があります。費用対効果、団体によ

るコスト縮減の努力、恒常的に補助金以上の資金を保有していないか等の確認を行い、補助継続の必

要性につき説明責任を果たすことが課題です。 

同様に「２施設運営費補助」は、市民交流ホール、保育所、老人保健施設など施設の公益性によりそ 

の運営費を補助するもので、これまでも予算編成で必要経費の確認は行っているところですが、事業

者によるコスト縮減の努力、事業収支に繰越金が発生していないかといった補助の合理性に関する精

査が課題です。 

「６その他の補助」は、性質別区分「事業費補助」のうち３～５の分類のいずれにも該当しない事業費 

補助で、農林水産業、交通事業、観光産業等の事業者や市民団体等への補助です。国県制度によるも

のと、市単独制度がありますが、特に市単独制度は、主な財源を市の一般財源から捻出し、市の裁量で

実施するものであることから、市施策との関連性、補助率・補助額・上限額の公平性、既得権益化の排

除、サンセットの徹底（終期の設定）、スクラップ＆ビルドの推進により、市民ニーズや社会情勢の変化

に対応したものとなるよう継続した見直しが課題です。 

一方で、縮減となった「５ イベント大会補助」「７ 個人補助」についても、Ｒ２.１ 月以降猛威を奮った新

型コロナウイルス感染拡大防止のためやむを得ず縮小、中止となったものが含まれています。Ｒ５.５ 月

新型コロナウイルス感染症が５類へ移行となったことにより、補助対象事業の順次再開が見込まれま

すが、オンライン化やミニマム化の継続などコロナ禍で得られた知見を活かした改善に取り組むことが

課題です。 


